
R7年度

島根県 一畑バス（株） (1) 万原 5,298.0

(2) 恵曇 5,725.0

(3) 玉造 1,943.5

(4) 須佐 1,225.0

(5) 大社 1,627.0

（小計） 15,818.0

石見交通（株） (1) 広益 11,904.5

(2) 小浜江崎 2,280.0

(3) 津和野 5,048.0

(4) 匹見 3,230.5

(5) 都茂 1,751.5

(6) 浜田益田 5,195.5

(7) 弥栄 1,020.5

(8) 周布江津 8,245.5

(9) 江津川本 9,491.0 1

(10) 大田江津 4,112.0

（小計） 52,279.0

68,097.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

合　　　　　計

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当
する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとす
る。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

特
例
措
置
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R8年度

島根県 一畑バス（株） (1) 万原 5,286.0

(2) 恵曇 5,708.0

(3) 玉造 1,942.5

(4) 須佐 1,223.0

(5) 大社 1,627.0

（小計） 15,786.0

石見交通（株） (1) 広益 11,904.5

(2) 小浜江崎 2,280.0

(3) 津和野 5,048.0

(4) 匹見 3,230.5

(5) 都茂 1,751.5

(6) 浜田益田 5,195.5

(7) 弥栄 1,020.5

(8) 周布江津 8,245.5

(9) 江津川本 9,491.0 1

(10) 大田江津 4,112.0

（小計） 52,279.0

68,065.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

合　　　　　計

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当
する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとす
る。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

特
例
措
置



R9年度

島根県 一畑バス（株） (1) 万原 5,298.0

(2) 恵曇 5,725.0

(3) 玉造 1,943.5

(4) 須佐 1,225.0

(5) 大社 1,627.0

（小計） 15,818.0

石見交通（株） (1) 広益 11,904.5

(2) 小浜江崎 2,280.0

(3) 津和野 5,048.0

(4) 匹見 3,230.5

(5) 都茂 1,751.5

(6) 浜田益田 5,195.5

(7) 弥栄 1,020.5

(8) 周布江津 8,245.5

(9) 江津川本 9,491.0 1

(10) 大田江津 4,112.0

（小計） 52,279.0

68,097.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

合　　　　　計

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当
する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとす
る。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

特
例
措
置



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

R7年度

１．申請事業者の概要

475,376千円 営業外収益 37,037千円 経常収益(イ) 512,413千円

798,826千円 営業外費用 1,324千円 経常費用(ロ) 800,150千円

-323,450千円 営業外損益 35,713千円 経常損益 -287,737千円

経常収支率 64.03%

396,431千円 営業外収益 22,669千円 経常収益(イ’) 419,100千円

822,721千円 営業外費用 1,422千円 経常費用(ロ’) 824,143千円

-426,290千円 営業外損益 21,247千円 経常損益 -405,043千円

経常収支率 50.85%

369,715千円 営業外収益 128,750千円 経常収益(イ”) 498,465千円

763,124千円 営業外費用 659千円 経常費用(ロ”) 763,784千円

-393,409千円 営業外損益 128,091千円 経常損益 -265,318千円

経常収支率 65.26%

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当り経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

①＝カッコ内 ② ①×②＝③ オ÷チ＝ク ル÷チ
（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

6,079.5回 往 18.7km （平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

(16.6) 復 18.7km 18.7km .km .km .km .km

8,502.0回 往 15.5km

(23.2) 復 15.1km 15.3km .km .km .km .km

6,192.5回 往 13.7km

(16.9) 復 14.9km 14.3km .km .km .km .km

2,311.0回 往 24.8km

(6.3) 復 24.6km 24.7km .km .km .km .km

1,810.0回 往 16.9km

(4.9) 復 16.9km 16.9km .km .km .km .km

往 89.6km 往 .km 往 .km 往 .km 往 .km

復 90.2km 71.2km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当

たり経常収益
経常収益 実車走行キロ

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

(チ－(リ＋ヌ))
÷チ＝ヲ’

ヘ×ワ以下
の額：カ

(ｄ＋ｅ＋ｆ)/3＝ノ ヤ” マ” ヤ”÷マ”＝ｄ ヤ’ マ’ ヤ’÷マ’＝ｅ ヤ マ ヤ÷マ＝ｆ
ノ×ワ以上の額：

ヨ
カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ

1 67,268,266円 240円.28銭 64,785,481円 250,201.2km 258円.93銭 56,178,560円 249,805.0km 224円.88銭 58,476,941円 246,686.8km 237円.04銭 54,703,419円 12,564,847円 30,270,719円 12,564,847円

2 76,855,647円 241円.72銭 71,120,754円 282,227.7km 251円.99銭 64,694,690円 281,808.6km 229円.56銭 67,952,662円 278,924.5km 243円.62銭 62,874,563円 13,981,084円 34,585,041円 13,981,084円

3 52,301,469円 266円.92銭 54,946,341円 197,898.9km 277円.64銭 48,042,510円 197,686.2km 243円.02銭 54,567,367円 194,807.4km 280円.10銭 47,247,803円 5,053,666円 23,535,661円 5,053,666円

4 34,307,789円 132円.13銭 22,515,464円 107,810.3km 208円.84銭 9,699,013円 108,597.6km 89円.31銭 10,671,199円 108,616.7km 98円.24銭 15,341,958円 18,965,831円 15,438,505円 15,438,505円

5 18,076,263円 242円.27銭 13,702,053円 60,990.7km 224円.65銭 11,953,678円 60,907.6km 196円.25銭 18,619,814円 60,863.7km 305円.92銭 14,821,595円 3,254,668円 8,134,318円 3,254,668円

248,809,434円 227,070,093円 899,128.8km 190,568,451円 898,805.0km 210,287,983円 889,899.1km 194,989,338円 53,820,096円 111,964,244円 50,292,770円

ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

1 10,596,858円 10,596千円 5,298.0千円 35,313,163円 30,015,163円 未定 未定 未定 未定

2 11,450,025円 11,450千円 5,725.0千円 39,971,595円 34,246,595円 未定 未定 未定 未定

3 3,887,435円 3,887千円 1,943.5千円 22,740,615円 20,797,115円 未定 未定 未定 未定

4 2,450,556円 2,450千円 1,225.0千円 30,567,802円 29,342,802円 未定 未定 未定 未定

5 3,254千円 1,627.0千円 9,367,574円 7,740,574円 未定 未定 未定 未定

未定 未定 未定 未定

28,384,874円 31,637千円 15,818千円 137,960,749円 122,142,249円

100.%365日 4.3 71.3人

計画
実車走行キロ

補助対象経常収
益の見込額

100.%

227,665.3km

12,564,847円

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

5.3365日5

842,080.2km

(1) 記載要領

15,438,505円

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

出雲大社
バスターミナル

365日

山陰

260,113.2km

ソ×ヲ’＝ツ’

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

(2) 添付書類
 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。
 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の
往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

山陰

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措
置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。
18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。
19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

ホ ヘ イ÷ハ＝ト

395円.39銭 295円.47銭 295円.47銭 258円.23銭

(a＋b＋ｃ)/3＝ニ

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

地域キロ当り標準経常費用
キロ当り経常費用

ニとホのいずれか少ない額
キロ当り経常収益

374円.13銭

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

3

2

2,015,907.4km

ル

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）

ロ’÷ハ’＝b

営業収益

ヌ

408円.81銭

25.9人

403円.24銭

事業者名 一畑バス株式会社

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

1,984,270.9km

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間）

ロ÷ハ＝cロ”÷ハ”＝a

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

他路線との
競合率

補助ブロック外乗
入部分、同 一補
助ブロック都道府
県外乗入部分及
び他路線との競
合部分以外のキ
ロ程の比率

100.%

100.%

同一補助ブロック
都道府県外乗入部分のキロ程

100.%

他路線との競合部分に係るキロ程補助ブロック外乗入部分のキロ程

リ

計画輸送量
地域公共交通再編事業を実施する

区域におけるキロ程
系統キロ程

系統キロ程と地
域公共交通再編
事業を実施する
区域におけるキ
ロ程との比率

99.7人

チ オ

365日一畑バス本社 松江駅 4.3恵曇

65.9人365日 3.9玉造温泉

起点

計画運行回数
（　）

計画運行日数
主な

経由地

計画
平均乗車密度

一畑バス本社

終点

松江駅

須佐 上塩冶車庫4

万原

恵曇

1.2

基準期間基準期間の前々年度

ウの負担者とその負担割合

7.5人

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

基準期間の前年度 補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

市区町村

損失額から
国庫補助額
控除した額

合計

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担

50,292,770円

都道府県

補助対象経費

3,254,668円

5,053,666円

13,981,084円

補助対象
経常費用
の見込額

計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助対象経費
の限度額

その他の者

補助対象系統のキロ当たり経常収益

177,011.1km

基準期間の前年度の
損益状況

ソ×ヲ＝ツ

特

例

措

置

計画平均乗車密
度が

5人未満の路線

ソのうち補助ブロック外
乗入部分、同一補助ブ
ロック都道府県外乗入
部分及び他路線との競
合部分以外に係るもの

61,178.0km

特

例

措

置

山陰

申請
番号

ソのうち補助ブロック外乗
入部分及び同一補助ブロッ
ク都道府県外乗入部分以

外に係るもの

ワ

営業損益

補助対象期間の

前々年度（基準期間
※

）の
損益状況 営業費用

営業収益

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ (ハ)

大社

松江しんじ湖温泉

特

例

措

置

運行系統

美保関ターミナル1

ゆめタウン中央
病院ワイナリー

出雲須佐

基準期間の前々年度の実
車走行キロ (ハ”)

運行
系統名

営業損益

申請
番号

合計

補助ブ
ロック名

補助ブ
ロック名

116,112.6km

補助ブ
ロック名

申請
番号

山陰

上塩冶車庫

2,041,474.4km

補助ブロック名

補助ブロック名

山陰

合計 5系統

営業収益

玉造
松江駅

厚生年金病院

営業損益

営業費用

営業費用

島大病院

基準期間の前年度の
実車走行キロ (ハ’)

基準期間の前々年度の
損益状況



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

R8年度

１．申請事業者の概要

475,376千円 営業外収益 37,037千円 経常収益(イ) 512,413千円

798,826千円 営業外費用 1,324千円 経常費用(ロ) 800,150千円

-323,450千円 営業外損益 35,713千円 経常損益 -287,737千円

経常収支率 64.03%

396,431千円 営業外収益 22,669千円 経常収益(イ’) 419,100千円

822,721千円 営業外費用 1,422千円 経常費用(ロ’) 824,143千円

-426,290千円 営業外損益 21,247千円 経常損益 -405,043千円

経常収支率 50.85%

369,715千円 営業外収益 128,750千円 経常収益(イ”) 498,465千円

763,124千円 営業外費用 659千円 経常費用(ロ”) 763,784千円

-393,409千円 営業外損益 128,091千円 経常損益 -265,318千円

経常収支率 65.26%

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当り経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

①＝カッコ内 ② ①×②＝③ オ÷チ＝ク ル÷チ
（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

6,065.5回 往 18.7km （平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

(16.6) 復 18.7km 18.7km .km .km .km .km

8,477.0回 往 15.5km

(23.2) 復 15.1km 15.3km .km .km .km .km

6,189.5回 往 13.7km

(16.9) 復 14.9km 14.3km .km .km .km .km

2,307.0回 往 24.8km

(6.3) 復 24.6km 24.7km .km .km .km .km

1,810.0回 往 16.9km

(4.9) 復 16.9km 16.9km .km .km .km .km

往 89.6km 往 .km 往 .km 往 .km 往 .km

復 90.2km 71.2km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当

たり経常収益
経常収益 実車走行キロ

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

(チ－(リ＋ヌ))
÷チ＝ヲ’

ヘ×ワ以下
の額：カ

(ｄ＋ｅ＋ｆ)/3＝ノ ヤ” マ” ヤ”÷マ”＝ｄ ヤ’ マ’ ヤ’÷マ’＝ｅ ヤ マ ヤ÷マ＝ｆ
ノ×ワ以上の額：

ヨ
カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ

1 67,113,558円 240円.28銭 64,785,481円 250,201.2km 258円.93銭 56,178,560円 249,805.0km 224円.88銭 58,476,941円 246,686.8km 237円.04銭 54,577,608円 12,535,950円 30,201,101円 12,535,950円

2 76,629,730円 241円.72銭 71,120,754円 282,227.7km 251円.99銭 64,694,690円 281,808.6km 229円.56銭 67,952,662円 278,924.5km 243円.62銭 62,689,744円 13,939,986円 34,483,378円 13,939,986円

3 52,277,595円 266円.92銭 54,946,341円 197,898.9km 277円.64銭 48,042,510円 197,686.2km 243円.02銭 54,567,367円 194,807.4km 280円.10銭 47,226,236円 5,051,359円 23,524,917円 5,051,359円

4 34,253,896円 132円.13銭 22,515,464円 107,810.3km 208円.84銭 9,699,013円 108,597.6km 89円.31銭 10,671,199円 108,616.7km 98円.24銭 15,317,858円 18,936,038円 15,414,253円 15,414,253円

5 18,076,263円 242円.27銭 13,702,053円 60,990.7km 224円.65銭 11,953,678円 60,907.6km 196円.25銭 18,619,814円 60,863.7km 305円.92銭 14,821,595円 3,254,668円 8,134,318円 3,254,668円

248,351,042円 227,070,093円 899,128.8km 190,568,451円 898,805.0km 210,287,983円 889,899.1km 194,633,041円 53,718,001円 111,757,967円 50,196,216円

ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

1 10,572,487円 10,572千円 5,286.0千円 35,231,948円 29,945,948円 未定 未定 未定 未定

2 11,416,367円 11,416千円 5,708.0千円 39,854,098円 34,146,098円 未定 未定 未定 未定

3 3,885,660円 3,885千円 1,942.5千円 22,730,235円 20,787,735円 未定 未定 未定 未定

4 2,446,706円 2,446千円 1,223.0千円 30,519,783円 29,296,783円 未定 未定 未定 未定

5 3,254千円 1,627.0千円 9,367,574円 7,740,574円 未定 未定 未定 未定

未定 未定 未定 未定

28,321,220円 31,573千円 15,786千円 137,703,638円 121,917,138円

100.%365日 4.3 71.3人

計画
実車走行キロ

補助対象経常収
益の見込額

100.%

227,141.7km

12,535,950円

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

5.3365日5

840,528.8km

(1) 記載要領

15,414,253円

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

出雲大社
バスターミナル

365日

山陰

259,348.6km

ソ×ヲ’＝ツ’

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

(2) 添付書類
 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。
 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の
往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

山陰

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措
置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。
18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。
19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

ホ ヘ イ÷ハ＝ト

395円.39銭 295円.47銭 295円.47銭 258円.23銭

(a＋b＋ｃ)/3＝ニ

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

地域キロ当り標準経常費用
キロ当り経常費用

ニとホのいずれか少ない額
キロ当り経常収益

374円.13銭

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

3

2

2,015,907.4km

ル

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）

ロ’÷ハ’＝b

営業収益

ヌ

408円.81銭

25.9人

403円.24銭

事業者名 一畑バス株式会社

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

1,984,270.9km

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間）

ロ÷ハ＝cロ”÷ハ”＝a

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

他路線との
競合率

補助ブロック外乗
入部分、同 一補
助ブロック都道府
県外乗入部分及
び他路線との競
合部分以外のキ
ロ程の比率

100.%

100.%

同一補助ブロック
都道府県外乗入部分のキロ程

100.%

他路線との競合部分に係るキロ程補助ブロック外乗入部分のキロ程

リ

計画輸送量
地域公共交通再編事業を実施する

区域におけるキロ程
系統キロ程

系統キロ程と地
域公共交通再編
事業を実施する
区域におけるキ
ロ程との比率

99.7人

チ オ

365日一畑バス本社 松江駅 4.3恵曇

65.9人365日 3.9玉造温泉

起点

計画運行回数
（　）

計画運行日数
主な

経由地

計画
平均乗車密度

一畑バス本社

終点

松江駅

須佐 上塩冶車庫4

万原

恵曇

1.2

基準期間基準期間の前々年度

ウの負担者とその負担割合

7.5人

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

基準期間の前年度 補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

市区町村

損失額から
国庫補助額
控除した額

合計

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担

50,196,216円

都道府県

補助対象経費

3,254,668円

5,051,359円

13,939,986円

補助対象
経常費用
の見込額

計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助対象経費
の限度額

その他の者

補助対象系統のキロ当たり経常収益

176,930.3km

基準期間の前年度の
損益状況

ソ×ヲ＝ツ

特

例

措

置

計画平均乗車密
度が

5人未満の路線

ソのうち補助ブロック外
乗入部分、同一補助ブ
ロック都道府県外乗入
部分及び他路線との競
合部分以外に係るもの

61,178.0km

特

例

措

置

山陰

申請
番号

ソのうち補助ブロック外乗
入部分及び同一補助ブロッ
ク都道府県外乗入部分以

外に係るもの

ワ

営業損益

補助対象期間の

前々年度（基準期間
※

）の
損益状況 営業費用

営業収益

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ (ハ)

大社

松江しんじ湖温泉

特

例

措

置

運行系統

美保関ターミナル1

ゆめタウン中央
病院ワイナリー

出雲須佐

基準期間の前々年度の実
車走行キロ (ハ”)

運行
系統名

営業損益

申請
番号

合計

補助ブ
ロック名

補助ブ
ロック名

115,930.2km

補助ブ
ロック名

申請
番号

山陰

上塩冶車庫

2,041,474.4km

補助ブロック名

補助ブロック名

山陰

合計 5系統

営業収益

玉造
松江駅

厚生年金病院

営業損益

営業費用

営業費用

島大病院

基準期間の前年度の
実車走行キロ (ハ’)

基準期間の前々年度の
損益状況



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

R9年度

１．申請事業者の概要

475,376千円 営業外収益 37,037千円 経常収益(イ) 512,413千円

798,826千円 営業外費用 1,324千円 経常費用(ロ) 800,150千円

-323,450千円 営業外損益 35,713千円 経常損益 -287,737千円

経常収支率 64.03%

396,431千円 営業外収益 22,669千円 経常収益(イ’) 419,100千円

822,721千円 営業外費用 1,422千円 経常費用(ロ’) 824,143千円

-426,290千円 営業外損益 21,247千円 経常損益 -405,043千円

経常収支率 50.85%

369,715千円 営業外収益 128,750千円 経常収益(イ”) 498,465千円

763,124千円 営業外費用 659千円 経常費用(ロ”) 763,784千円

-393,409千円 営業外損益 128,091千円 経常損益 -265,318千円

経常収支率 65.26%

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当り経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

①＝カッコ内 ② ①×②＝③ オ÷チ＝ク ル÷チ
（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

6,079.5回 往 18.7km （平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

(16.6) 復 18.7km 18.7km .km .km .km .km

8,502.0回 往 15.5km

(23.2) 復 15.1km 15.3km .km .km .km .km

6,192.5回 往 13.7km

(16.9) 復 14.9km 14.3km .km .km .km .km

2,311.0回 往 24.8km

(6.3) 復 24.6km 24.7km .km .km .km .km

1,810.0回 往 16.9km

(4.9) 復 16.9km 16.9km .km .km .km .km

往 89.6km 往 .km 往 .km 往 .km 往 .km

復 90.2km 71.2km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km 復 .km .km

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当

たり経常収益
経常収益 実車走行キロ

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

経常収益 実車走行キロ
補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

(チ－(リ＋ヌ))
÷チ＝ヲ’

ヘ×ワ以下
の額：カ

(ｄ＋ｅ＋ｆ)/3＝ノ ヤ” マ” ヤ”÷マ”＝ｄ ヤ’ マ’ ヤ’÷マ’＝ｅ ヤ マ ヤ÷マ＝ｆ
ノ×ワ以上の額：

ヨ
カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ

1 67,268,266円 240円.28銭 64,785,481円 250,201.2km 258円.93銭 56,178,560円 249,805.0km 224円.88銭 58,476,941円 246,686.8km 237円.04銭 54,703,419円 12,564,847円 30,270,719円 12,564,847円

2 76,855,647円 241円.72銭 71,120,754円 282,227.7km 251円.99銭 64,694,690円 281,808.6km 229円.56銭 67,952,662円 278,924.5km 243円.62銭 62,874,563円 13,981,084円 34,585,041円 13,981,084円

3 52,301,469円 266円.92銭 54,946,341円 197,898.9km 277円.64銭 48,042,510円 197,686.2km 243円.02銭 54,567,367円 194,807.4km 280円.10銭 47,247,803円 5,053,666円 23,535,661円 5,053,666円

4 34,307,789円 132円.13銭 22,515,464円 107,810.3km 208円.84銭 9,699,013円 108,597.6km 89円.31銭 10,671,199円 108,616.7km 98円.24銭 15,341,958円 18,965,831円 15,438,505円 15,438,505円

5 18,076,263円 242円.27銭 13,702,053円 60,990.7km 224円.65銭 11,953,678円 60,907.6km 196円.25銭 18,619,814円 60,863.7km 305円.92銭 14,821,595円 3,254,668円 8,134,318円 3,254,668円

248,809,434円 227,070,093円 899,128.8km 190,568,451円 898,805.0km 210,287,983円 889,899.1km 194,989,338円 53,820,096円 111,964,244円 50,292,770円

ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

1 10,596,858円 10,596千円 5,298.0千円 35,313,163円 30,015,163円 未定 未定 未定 未定

2 11,450,025円 11,450千円 5,725.0千円 39,971,595円 34,246,595円 未定 未定 未定 未定

3 3,887,435円 3,887千円 1,943.5千円 22,740,615円 20,797,115円 未定 未定 未定 未定

4 2,450,556円 2,450千円 1,225.0千円 30,567,802円 29,342,802円 未定 未定 未定 未定

5 3,254千円 1,627.0千円 9,367,574円 7,740,574円 未定 未定 未定 未定

未定 未定 未定 未定

28,384,874円 31,637千円 15,818千円 137,960,749円 122,142,249円

5系統

営業収益

玉造
松江駅

厚生年金病院

営業損益

営業費用

営業費用

島大病院

基準期間の前年度の
実車走行キロ (ハ’)

基準期間の前々年度の
損益状況

山陰

上塩冶車庫

2,041,474.4km

補助ブロック名

補助ブロック名

山陰

合計

基準期間の前々年度の実
車走行キロ (ハ”)

運行
系統名

営業損益

申請
番号

合計

補助ブ
ロック名

補助ブ
ロック名

116,112.6km

補助ブ
ロック名

申請
番号

大社

松江しんじ湖温泉

特

例

措

置

運行系統

美保関ターミナル1

ゆめタウン中央
病院ワイナリー

出雲須佐

山陰

申請
番号

ソのうち補助ブロック外乗
入部分及び同一補助ブロッ
ク都道府県外乗入部分以

外に係るもの

ワ

営業損益

補助対象期間の

前々年度（基準期間
※

）の
損益状況 営業費用

営業収益

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ (ハ)

177,011.1km

基準期間の前年度の
損益状況

ソ×ヲ＝ツ

特

例

措

置

計画平均乗車密
度が

5人未満の路線

ソのうち補助ブロック外
乗入部分、同一補助ブ
ロック都道府県外乗入
部分及び他路線との競
合部分以外に係るもの

61,178.0km

特

例

措

置

補助対象
経常費用
の見込額

計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

補助対象経費
の限度額

その他の者

補助対象系統のキロ当たり経常収益

合計

「その他の者」の
具体的概要

事業者自己負担

50,292,770円

都道府県

補助対象経費

3,254,668円

5,053,666円

13,981,084円

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

基準期間の前年度 補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

市区町村

損失額から
国庫補助額
控除した額

1.2

基準期間基準期間の前々年度

ウの負担者とその負担割合

7.5人須佐 上塩冶車庫4

万原

恵曇

起点

計画運行回数
（　）

計画運行日数
主な

経由地

計画
平均乗車密度

一畑バス本社

終点

松江駅

365日一畑バス本社 松江駅 4.3恵曇

65.9人365日 3.9玉造温泉

補助ブロック外乗入部分のキロ程

リ

計画輸送量
地域公共交通再編事業を実施する

区域におけるキロ程
系統キロ程

系統キロ程と地
域公共交通再編
事業を実施する
区域におけるキ
ロ程との比率

99.7人

チ オ

他路線との
競合率

補助ブロック外乗
入部分、同 一補
助ブロック都道府
県外乗入部分及
び他路線との競
合部分以外のキ
ロ程の比率

100.%

100.%

同一補助ブロック
都道府県外乗入部分のキロ程

100.%

他路線との競合部分に係るキロ程

事業者名 一畑バス株式会社

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

1,984,270.9km

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間）

ロ÷ハ＝cロ”÷ハ”＝a

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

　乗　　　合　　　バ　　　　ス　　　　事　　　　業　　　　　　　

2,015,907.4km

ル

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）

ロ’÷ハ’＝b

営業収益

ヌ

408円.81銭

25.9人

403円.24銭

補助対象事業者の
実車走行キロ当たり経常費用

地域キロ当り標準経常費用
キロ当り経常費用

ニとホのいずれか少ない額
キロ当り経常収益

374円.13銭

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

3

2

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

ホ ヘ イ÷ハ＝ト

395円.39銭 295円.47銭 295円.47銭 258円.23銭

(a＋b＋ｃ)/3＝ニ

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

山陰

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措
置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。
18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。
19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

(2) 添付書類
 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。
 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の
往・復の平均値の合計を記載すること。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

出雲大社
バスターミナル

365日

山陰

260,113.2km

ソ×ヲ’＝ツ’

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

227,665.3km

12,564,847円

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

5.3365日5

842,080.2km

(1) 記載要領

15,438,505円

100.%365日 4.3 71.3人

計画
実車走行キロ

補助対象経常収
益の見込額

100.%



表６　車両の取得計画の概要 【R7】

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

島根県 一畑バス（株） 14 17,250

石見交通（株） 18 23,673



表６　車両の取得計画の概要 【R8】

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

島根県 一畑バス（株） 14 16,500

石見交通（株） 18 23,786



表６　車両の取得計画の概要 【R9】

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

島根県 一畑バス（株） 13 15,750

石見交通（株） 18 23,908



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

初年度（令和 7 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(表７)R7一畑バス(1/2)

２年目以降（令和 2 － 令和 6 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

(表７)R7一畑バス(2/2)

事業者名 一畑バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間 確保維持費国庫補助金
申請番号

車両の種別 乗車定員（人） 車両の長さ(m) 購入等予定年月 購入等の種別
（現金、割賦、リース）

山陰
R7-1 万原 1 超低床 スロープ付き 標準仕様 76 10.4 R7 . 7 . 現金

R7-2 恵曇 2 超低床 スロープ付き 標準仕様 現金76 10.4 R7 . 7 .

定額法

申請番号

実費購入予定費（円）＊消費税を除く 実費購入費予定費
合計額から備忘価

格を控除した額
（円）

ﾎと限度額のう
ち少ない方の額

（円）

普通償却限度額
（円）

ﾊ ｲ＋ﾛ＋ﾊ＝ﾆ ﾆ-1円=ﾎ ﾍ

特別償却額
（円）

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾇとﾙのうち少な
い方の額（円）

償却期間
（月）

補助対象経費 計画額
（千円）

＊残存価
格

（円）
車両価格 附属品価格 改造費 合計

（定率法）
  ﾍ× (0.5or0.4)＝ﾄ
（定額法）ﾍ×0.2＝ﾄ

ｦ×ﾜ÷１２（月）=ｶ
ｲ ﾛ ﾁ ﾄ＋ﾁ＝ﾇ ﾙ ｦ ﾜ ｶ×1/2=ﾖ ﾍ-ｶ=ﾀ

R7-1 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199 15,000,000 3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 3 750,000 円 375.0 14,250,000

R7-2 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199 15,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 3 750,000 14,250,0003,000,000

1,500 千円 750 28,500,000

円 375.0

6,000,000 8,377,680662,200 0 41,888,400 41,888,398

借入利率（％）
年利

ﾚと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

30,000,000 6,000,000 0

ﾂ×1/2=ﾈ

円 0.0

6,000,000計 41,226,200

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

0.00%

ﾍの額以内 ﾚ ｿ ﾂ

円 0.0

0.00%

0.00%

その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

円 0.0

計 0 0 千円 0

負担割合 負担額 負担割合

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村

山

陰

R7-1 375,000円

ｶ＋ﾂ ﾖ＋ﾈ 負担額

1,500 750
3,438,840円

負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

9.0%

82.1%

82.1%

合計 750,000円 9.0%

3,438,840円R7-2 375,000円 9.0%

6,877,680円 82.1%

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金

申請番号
当該年度 初年度

山陰

1,500,00015,000,000R2-2

R2-2 万原線 1 4

R2-3 大社線 5 7

R3-1 恵曇線 2 2

R3-2 玉造線 3 4

R3-3 須佐線 4 6

R4-1 玉造線 3 1

R4-2 須佐線 4 3

R6-3 万原線

R5-1 大社線 5 2

R5-2 玉造線 3 4

定額法

申請番号
補助対象限度

額（円）

残存価額（円）
普通償却限度

額 特別償却額
（円）

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）
＊残存価

格
（円）前年度ﾌ（2年目の

みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）
  ﾗ× (0.5or0.4)＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ

初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

1,500,000 1,500,000 1,772,210 1,500,000 6 1,500,000 円 750.0 0

R2-3 15,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,772,210 1,500,000 6 1,500,000 円 750.0 0

R3-1 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R3-2 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R3-3 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R4-1 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円

4,500,000

1,500.0 4,500,000

1,500.0R4-2 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712

3,375,712 3,000,000

12 3,000,000 円3,000,000

12 3,000,000 円R5-1 15,000,000 10,500,000 3,000,000 3,000,000 1,500.0 7,500,000

R5-2 15,000,000 10,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 7,500,000

R6-1 15,000,000 13,500,000 3,000,000 10,500,0003,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円

計 180,000,000 93,000,000 33,000,000 0

1,500.0

33,000,000 39,785,564 33,000,000 33,000 千円 16,500 60,000,000

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円

0.00% 円

0.00%

0.0

計 0 0 千円 0

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

33,000 16,500

山

陰

R2-2 750,000円 42.3% 272,210円 15.4%

R2-3 750,000円 42.3% 15.4%

R3-1 1,500,000円 44.4%

R3-2 1,500,000円 44.4%

272,210円

375,712円 11.1%

375,712円 11.1%

R4-1 1,500,000円 44.4%

R3-3 1,500,000円 44.4% 375,712円 11.1%

375,712円 11.1%

375,712円 11.1%R4-2 1,500,000円 44.4%

R5-1 1,500,000円 44.4% 375,712円 11.1%

R5-2 1,500,000円 44.4% 375,712円 11.1%

28.6%

R6-1 1,500,000円 35.7%

17.1%

1,203,720円 28.6%

1,203,720円

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。

合計 16,500,000円 41.5% 6,785,564円

 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。
　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。

なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。
※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類
　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類
　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

円 1,500.0R6-2 15,000,000 13,500,000 3,000,000 3,000,000 4,203,720 3,000,000 12

0.0

0.0

0.00%

3,000,000

円 0.0

10,500,000

0.00% 円

3,000,000 4,203,720 3,000,000 12

円

円

R6-3 1,500,000円

R6-2 1,500,000円 35.7%

35.7%

3,000,000

0.0

1,203,720円 28.6%

円 1,500.0 10,500,000

0.0

R6-3 15,000,000 13,500,000 3,000,000

0.00%

R6-1 須佐線

1 8

R6-2 大社線 5 7

4 6



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

初年度（令和 8 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(表７)R8一畑バス(1/2)

２年目以降（令和 3 － 令和 7 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

(表７)R8一畑バス(2/2)

　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）

　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。
　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。

なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。

　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類
　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類

 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。

8,055,253円 20.4%

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。

合計 15,750,000円 39.8%

1,188,840円 28.4%

1,188,840円 28.4%

R7-2 1,500,000円 35.8%

R7-1 1,500,000円 35.8%

1,203,720円 28.6%

1,203,720円 28.6%

R6-3 1,500,000円 35.7%

R6-2 1,500,000円 35.7%

1,203,720円 28.6%

375,712円 11.1%

R6-1 1,500,000円 35.7%

R5-2 1,500,000円 44.4%

375,712円 11.1%

375,712円 11.1%

R5-1 1,500,000円 44.4%

R4-2 1,500,000円 44.4%

375,712円 11.1%

187,855円 11.1%

R4-1 1,500,000円 44.4%

187,855円 11.1%

R3-3 750,000円 44.4%

11.1%

R3-2 750,000円 44.4%

44.4% 187,855円

負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

31,500 15,750

山

陰

R3-1 750,000円

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

0.00% 円 0.0

計 0 0 千円 0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率

（％）

31,500 千円 15,750 55,500,000

1,500.0 10,500,000

計 180,000,000 87,000,000 31,500,000 0 31,500,000 39,555,253 31,500,000

3,000,000 4,188,840 3,000,000 12 3,000,000 円

12 3,000,000 円 1,500.0 10,500,000

R7-2 15,000,000 13,500,000 3,000,000

1,500.0 7,500,000

R7-1 15,000,000 13,500,000 3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000

3,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円

12 3,000,000 円 1,500.0 7,500,000

R6-3 15,000,000 10,500,000 3,000,000

1,500.0 7,500,000

R6-2 15,000,000 10,500,000 3,000,000 3,000,000 4,203,720 3,000,000

3,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円

12 3,000,000 円 1,500.0 4,500,000

R6-1 15,000,000 10,500,000 3,000,000

1,500.0 4,500,000

R5-2 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000

3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円

12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R5-1 15,000,000 7,500,000 3,000,000

1,500.0 1,500,000

R4-2 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000

3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円

6 1,500,000 円 750.0 0

R4-1 15,000,000 4,500,000 3,000,000

750.0 0

R3-3 15,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,687,855 1,500,000

1,500,000 1,687,855 1,500,000 6 1,500,000 円

6 1,500,000 円 750.0 0

R3-2 15,000,000 1,500,000 1,500,000

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

R3-1 15,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,687,855 1,500,000

＊残存価
格

（円）前年度ﾌ（2年目の
みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）
  ﾗ× (0.5or0.4)＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ

初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）

定額法

申請番号
補助対象限度

額（円）

残存価額（円）
普通償却限度

額 特別償却額
（円）

R7-1 万原線 1 1

R7-2 恵曇線 2 2

R6-2 大社線 5 7

R6-3 万原線 1 8

R5-2 玉造線 3 4

R6-1 須佐線 4 6

R4-2 須佐線 4 3

R5-1 大社線 5 2

須佐線 4 6

R4-1 玉造線 3 1

山陰

R3-1 恵曇線 2 2

R3-2 玉造線 3 4

R3-3

82.1%

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金

申請番号
当該年度 初年度

合計 750,000円 9.0% 6,877,680円

R8-2 375,000円 9.0% 3,438,840円 82.1%

3,438,840円 82.1%

負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

山

陰

R8-1 375,000円 9.0%

ｶ＋ﾂ ﾖ＋ﾈ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

円 0.0

計 0 0 千円 0

0.00%

円 0.0

0.00%

0.00%

ﾍの額以内 ﾚ ｿ ﾂ ﾂ×1/2=ﾈ

円 0.0

6,000,000計 41,226,200

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

借入利率（％）
年利

ﾚと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

30,000,000 6,000,000 0 6,000,000 8,377,680662,200 0 41,888,400 41,888,398

750,000

1,500 千円 750 28,500,000

15,000,000 3,000,000 14,250,0003,000,000 円 375.04,188,840 3,000,000 3

750,000 円 375.0 14,250,000

R8-2 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199

3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 3

ﾜ ｶ×1/2=ﾖ ﾍ-ｶ=ﾀ

R8-1 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199 15,000,000

ﾁ ﾄ＋ﾁ＝ﾇ ﾙ ｦﾆ-1円=ﾎ ﾍ

償却期間
（月）

補助対象経費 計画額
（千円）

＊残存価
格

（円）
車両価格 附属品価格 改造費 合計

（定率法）
  ﾍ× (0.5or0.4)＝ﾄ
（定額法）ﾍ×0.2＝ﾄ

ｦ×ﾜ÷１２（月）=ｶ

特別償却額
（円）

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾇとﾙのうち少な
い方の額（円）

現金76 10.4 R8 .

定額法

申請番号

実費購入予定費（円）＊消費税を除く 実費購入費予定費
合計額から備忘価

格を控除した額
（円）

ﾎと限度額のう
ち少ない方の額

（円）

普通償却限度額
（円）

ﾊ ｲ＋ﾛ＋ﾊ＝ﾆｲ ﾛ

7 .R8-2 須佐 4 超低床 スロープ付き 標準仕様

R8 . 7 . 現金3 超低床 スロープ付き 標準仕様 76 10.4

確保維持費国庫補助金
申請番号

車両の種別 乗車定員（人） 車両の長さ(m) 購入等予定年月 購入等の種別
（現金、割賦、リース）

1,500 750

事業者名 一畑バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間

山陰
R8-1 玉造



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

初年度（令和 9 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(表７)R9一畑バス(1/2)

２年目以降（令和 4 － 令和 8 年度）

【購入車両減価償却費】

○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】

○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

(表７)R9一畑バス(2/2)

　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。
※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類
　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類
　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）

   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。
　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。
 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。

事業者名 一畑バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間 確保維持費国庫補助金
申請番号

車両の種別 乗車定員（人） 車両の長さ(m) 購入等予定年月 購入等の種別
（現金、割賦、リース）

山陰
R9-1 大社 5 超低床 スロープ付き 標準仕様 76 10.4 R9 . 7 . 現金

R9-2 万原 1 超低床 スロープ付き 標準仕様 現金76 10.4 R9 . 7 .

定額法

申請番号

実費購入予定費（円）＊消費税を除く 実費購入費予定費
合計額から備忘価

格を控除した額
（円）

ﾎと限度額のう
ち少ない方の額

（円）

普通償却限度額
（円）

ﾊ ｲ＋ﾛ＋ﾊ＝ﾆ ﾆ-1円=ﾎ ﾍ

特別償却額
（円）

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾇとﾙのうち少な
い方の額（円）

償却期間
（月）

補助対象経費 計画額
（千円）

＊残存価
格

（円）
車両価格 附属品価格 改造費 合計

（定率法）
  ﾍ× (0.5or0.4)＝ﾄ
（定額法）ﾍ×0.2＝ﾄ

ｦ×ﾜ÷１２（月）=ｶ
ｲ ﾛ ﾁ ﾄ＋ﾁ＝ﾇ ﾙ ｦ ﾜ ｶ×1/2=ﾖ ﾍ-ｶ=ﾀ

R9-1 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199 15,000,000 3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 3 750,000 円 375.0 14,250,000

R9-2 20,613,100 331,100 20,944,200 20,944,199 15,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 3 750,000 14,250,0003,000,000

1,500 千円 750 28,500,000

円 375.0

6,000,000 8,377,680662,200 0 41,888,400 41,888,398

借入利率（％）
年利

ﾚと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

30,000,000 6,000,000 0

ﾂ×1/2=ﾈ

円 0.0

6,000,000計 41,226,200

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

0.00%

ﾍの額以内 ﾚ ｿ ﾂ

円 0.0

0.00%

0.00%

その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

円 0.0

計 0 0 千円 0

負担割合 負担額 負担割合

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村

山

陰

R9-1 375,000円

ｶ＋ﾂ ﾖ＋ﾈ 負担額

1,500 750
3,438,840円

負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

9.0%

82.1%

82.1%

合計 750,000円 9.0%

3,438,840円R9-2 375,000円 9.0%

6,877,680円 82.1%

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金

申請番号
当該年度 初年度

山陰

R4-1 玉造線 3 1

R4-2 須佐線 4 3

R5-1 大社線 5 2

R5-2 玉造線 3 4

R6-1 須佐線 4 6

R6-2 大社線 5 7

R6-3 万原線 1 8

R7-1 万原線 1 1

R7-2 恵曇線 2 2

R8-2 須佐線 4 4

定額法

申請番号
補助対象限度

額（円）

残存価額（円）
普通償却限度

額 特別償却額
（円）

償却限度額
（円）

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）
＊残存価

格
（円）前年度ﾌ（2年目の

みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）
  ﾗ× (0.5or0.4)＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ

初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

R4-1 15,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,687,855 1,500,000 6 1,500,000 円 750.0 0

R4-2 15,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,687,855 1,500,000 6 1,500,000 円 750.0 0

R5-1 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R5-2 15,000,000 4,500,000 3,000,000 3,000,000 3,375,712 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 1,500,000

R6-1 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 4,500,000

R6-2 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 4,500,000

R6-3 15,000,000 7,500,000 3,000,000 3,000,000 4,203,720 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 4,500,000

R7-1 15,000,000 10,500,000 3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 7,500,000

R7-2 15,000,000 10,500,000 3,000,000 3,000,000 4,188,840 3,000,000 12 3,000,000 円 1,500.0 7,500,000

R8-2 15,000,000 13,500,000 3,000,000 10,500,0003,000,000 4,188,840 3,000,000 12 3,000,000 円

計 165,000,000 82,500,000 30,000,000 0

1,500.0

30,000,000 39,493,654 30,000,000 30,000 千円 15,000 52,500,000

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

0.00% 円 0.0

計 0 0 千円 0

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補

助ブ
ロッ
ク名

申請番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 具体的概要

30,000 15,000

山

陰

R4-1 750,000円 44.4% 187,855円 11.1%

R4-2 750,000円 44.4% 11.1%

R5-1 1,500,000円 44.4%

R5-2 1,500,000円 44.4%

187,855円

375,712円 11.1%

375,712円 11.1%

R6-2 1,500,000円 35.7%

R6-1 1,500,000円 35.7% 1,203,720円 28.6%

1,203,720円 28.6%

R7-1 1,500,000円 35.8%

R6-3 1,500,000円 35.7% 1,203,720円 28.6%

1,188,840円 28.4%

1,188,840円 28.4%

R8-1 1,500,000円 35.8%

R7-2

合計 15,000,000円 38.0% 9,493,654円 24.0%

1,188,840円 28.4%

1,500,000円 35.8%

円 1,500.0R8-1 15,000,000 13,500,000 3,000,000 3,000,000 10,500,000

R8-1 玉造線 3 3

R8-2 1,500,000円 35.8% 1,188,840円 28.4%

4,188,840 3,000,000 12 3,000,000

0.00% 円 0.0



２．実施主体

実施内容 備考 A.貨客混載 A.路線再編 A．混乗化 A.観光需要の取り込み B C D

1 万原
一畑バス

本社
松江駅

美保関

ターミナ

ル

18.7

①ダイヤ改正（減便含む）

②JALとの連携（JALMaaｓを利用したデジタ

ルチケットの造成）

一畑バス 困難 検討 困難
・デジタル周遊チケットに

より観光利用を取り込む

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

2 恵曇
一畑バス

本社

松江駅

井出の内
恵曇 15.3

①ダイヤ改正（減便含む）

②JALとの連携（JALMaaｓを利用したデジタ

ルチケットの造成）

一畑バス 困難 検討 困難
・デジタル周遊チケットに

より観光利用を取り込む

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

松江

しんじ湖

温泉

松江駅･乃木駅

玉造病院

姫神広場

玉造温泉 15.3 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

松江

しんじ湖

温泉

松江駅･乃木駅 玉造温泉 13.8 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

松江

しんじ湖

温泉

松江駅･乃木駅

玉造病院
玉造温泉 14.4 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

上塩冶

車庫

島大病院

出雲市駅

島大病院

出雲須佐 24.0 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

上塩冶

車庫

島大病院

出雲市駅
出雲須佐 22.8 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

上塩冶

車庫

島大病院

出雲市駅

島大病院

出雲須佐

須佐神社

前
27.3 困難 検討 困難

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

5 大社
上塩冶

車庫

島大病院

出雲市駅

ゆめタ･中央病院

ワイナリー

出雲大社

バスター

ミナル

16.9

①商業施設「ラピタ（JAしまね〉」とのタイ

アップ企画の実施

②JALとの連携（JALMaaｓを利用したデジタ

ルチケットの造成）

一畑バス 困難 検討 困難
・デジタル周遊チケットに

より観光利用を取り込む

地域住民の生活に不可欠な系統

であり、鉄道など他の交通機関

がないため困難

非該当 なし

　 D) 上記Ａ）～Ｃ）の検討に限らず、地域の状況に応じた取組を積極的に検討。　

B) 輸送量が補助要件下限（15 人/日）に近い系統（過去３年間で１回でも実績輸送量が15 人/日未満となった系統、又は平均乗車密度が５人未満の統等）は、代替輸送手段への見直し等を検討。（バス系統として維持する必要がある場合は、その個別具体

的な理由を整理。）

C) 自治体が回数券等の購入を行っている系統のうち、実際の乗車人数が下
限（15 人/日）を下回る系統は、代替輸送手段への見直し等を検討。（バス
系統として維持する必要がある場合は、その個別具体的な理由を整理。）

①令和6年10月実施予定

②令和6年10月実施予定
収支改善率　1％一畑バス

 

A) 全ての系統について、少なくとも通達別添「路線バスの生産性向上の取組事例」で示した全ての取組事例と同様の取組について検討。

①ダイヤ改正（減便含む）

②JALとの連携（JALMaaｓを利用したデジタ

ルチケットの造成）

収支改善率　1％
①通年（商業施設と協議して実施）

②令和6年10月実施予定

・デジタル周遊チケットに

より観光利用を取り込む

5.『地域間幹線系統バス「生産性向上の取組」の進め方等について』2．（2）②の具体的な検討状況

　 　

収支改善率　1％
①令和6年10月実施予定

②令和6年10月実施予定

3

【別添】生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその他特記事項

整理

番号
路線 起点 経由地 終点

キロ程

(㎞）

１．令和7年度における生産性の取組について ３．取組効果目標 ４．実施に向けたスケジュール

玉造

収支改善率　1％
①令和6年10月実施予定

②令和6年10月実施予定

4 須佐
・デジタル周遊チケットに

より観光利用を取り込む

①令和6年8月実施予定

②令和6年10月実施予定
収支改善率　1％一畑バス

①須佐神社への延伸

②JALとの連携（JALMaaｓを利用したデジタ

ルチケットの造成）


